
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　新設管路を挿通させるための開口部が設けられる後胴部と、該後胴部の前端部に推進手
段を介して連結され、後胴部に対して相対的に推進可能な中胴部と、該中胴部の前端部に
屈曲手段を介して連結され、中胴部に対して相対的に屈曲可能であるとともに、中胴部と
一体に推進可能であり、かつ既設管路の周囲を包囲する前胴部と、
　該前胴部の先端部に回転可能に設けられ、前記既設管路の外周地山を掘削する掘削手段
と、
　該前胴部の内周側に設けられる前記既設管路を解体撤去するための解体手段と、
　前記中胴部及び前記後胴部の内周側に設けられる新設管路を組み立てるための組立手段
と、
　前記後胴部に設けられて前記新設管路の周囲に 充填材を供給するための
充填材供給手段とを備え、
　前記中胴部及び前胴部の推進時の反力を、前記後胴部を介して前記新設管路の周囲に充
填された 充填材からとるように構成したことを特徴とするシールド装置。
【請求項２】
　

【請求項３】
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前記後胴部には、新設管路の内形を規定するための型枠が設けられていることを特徴と
する請求項１に記載のシールド装置。

前記前胴部の内周側には、前記既設管路の外周面に接離可能なシール部材を有する前方



【請求項４】
　

【請求項５】
　請求項１に記載のシールド装置を用い、既設管路を解体撤去するととともに、既設管路
を撤去した後の空間内に新設管路を敷設するシールド工法であって、
　前記掘削手段を回転させながら、前記推進手段により前記中胴部及び前胴部を推進させ
て、前記既設管路の外周地山を掘削し、前記解体手段により既設管路を解体撤去する工程
と、
　既設管路を解体撤去した後に形成される空間内に前記組立手段により新設管路を敷設し
、新設管路の周囲に前記充填材供給手段により を充填する工程とを
、
　それらの順に又は並行して行い、この際に、前記中胴部及び前胴部の推進時の反力を、
前記後胴部を介して前記新設管路の周囲に充填された からとるよう
に構成したことを特徴とするシールド工法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、既設の管路を解体しながらその後方に新設管路を敷設する

関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、例えば老朽化した既設管路を撤去して新設管路を敷設する方法として、既設管路の
外側をシールド装置の前部で包囲し、この既設管路を解体撤去しながら、シールド装置の
後部において既設管路より径を拡大若しくは同径の新設管路を新たに構築する、いわゆる
拡大シールド工法が知られている（例えば、特開平６－２８８１７７号公報を参照）。
【０００３】
ところで、このような従来の拡大シールド工法のように既設管路をその同径以上の新設管
路に構築し直すだけでなく、必要最小断面を確保した管路を新設すればよい場合がある。
むしろ、既設管路を小径の管路に新設し直すことによって、地下空間の有効領域を拡大し
、他の管路の配設を容易にすることができるといったメリットがある。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来のシールド工法にあっては、前述した拡大シールド工法によって既設
管路を解体撤去しながらこれと同径以上の新設管路を設置することしかできないため、既
設管路より小径の管路を新設する場合には、既設管路を解体撤去し、撤去後の空間を埋め
戻した後、新たにシールド工法によって管路を新設する必要がある。この場合、既設管路
撤去後の断面全体を埋め戻す必要があるため、埋戻し量が多く、埋戻し材の管理が煩雑で
あるとともに、埋戻し作業に長時間がかかるほか、埋戻し後に別途シールド装置を発進さ
せなければならないこともあって工期が長期化するといった課題があった。
【０００５】
　本発明は、上記のような従来の問題に鑑みなされたものであって、既設管路を解体撤去
しながら、これより小径の新設管路を同時に敷設することにより、既設管路撤去後の埋戻
し量が少なく、かつ、工期を短縮することができる を提供
することを目的とする。
【０００６】
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シール手段と、前記既設管路の後端面及び内周面に接離可能なシール部材と、前記前胴部
の内周面に接触するシール部材とを有する後方シール手段とが設けられていることを特徴
とする請求項１又は２に記載のシールド装置。

前記後胴部には、後胴部周囲の地山に接離可能な少なくとも一つのローリング防止用グ
リッパが設けられていることを特徴とする請求項１から３の何れかに記載のシールド装置
。

固化材を含んだ充填材

固化材を含んだ充填材

のに有効なシール
ド装置及びシールド工法に

シールド装置及びシールド工法



【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するために、本発明の請求項１に係る発明は、新設管路を挿通させるた
めの開口部が設けられる後胴部と、該後胴部の前端部に推進手段を介して連結され、後胴
部に対して相対的に推進可能な中胴部と、該中胴部の前端部に屈曲手段を介して連結され
、中胴部に対して相対的に屈曲可能であるとともに、中胴部と一体に推進可能であり、か
つ既設管路の周囲を包囲する前胴部と、該前胴部の先端部に回転可能に設けられ、前記既
設管路の外周地山を掘削する掘削手段と、該前胴部の内周側に設けられる前記既設管路を
解体撤去するための解体手段と、前記中胴部及び前記後胴部の内周側に設けられる新設管
路を組み立てるための組立手段と、前記後胴部に設けられて前記新設管路の周囲に

充填材を供給するための充填材供給手段とを備え、前記中胴部及び前胴部の推進
時の反力を、前記後胴部を介して前記新設管路の周囲に充填された 充填材
からとるように構成したことを特徴とする。
　本発明によるシールド装置によれば、掘削手段を回転させながら、推進手段によって中
胴部及び前胴部を推進させることにより既設管路の外周地山が掘削される。この場合、既
設管路の配設形状に応じて、屈曲手段により前胴部を中胴部に対して相対的に屈曲させる
ことにより、既設管路の配設形状に影響されることなく、既設管路の外周地山を掘削する
ことができる。そして、解体手段により既設管路を解体撤去し、既設管路を撤去した後に
形成される空間内に組立手段により新設管路を組み立てることにより、新設管路が敷設さ
れ、新設管路の周囲には充填材供給手段により 充填材が充填される。推進
手段により中胴部及び前胴部を推進させる際の反力は、後胴部を介して新設管路の周囲に
充填された 充填材からとることができる。
【０００７】
　また、

　

【０００８】
　また、

【０００９】
　さらに、本発明の請求項４に係る発明は、請求項１から３の何れかに記載のシールド装
置であって、前記後胴部には、後胴部周囲の地山に接離可能な少なくとも一つのローリン
グ防止用グリッパが設けられていることを特徴とする。
　本発明によるシールド装置によれば、少なくとも一つのローリング防止用グリッパを後
胴部周囲の地山に接触させることにより、掘削手段により既設管路の外周地山を掘削する
際に、シールド装置全体が地山からの反力によってローリングするのを防止できる。
　さらに、本発明の請求項５に係る発明は、請求項１に記載のシールド装置を用い、既設
管路を解体撤去するととともに、既設管路を撤去した後の空間内に新設管路を敷設するシ
ールド工法であって、前記掘削手段を回転させながら、前記推進手段により前記中胴部及
び前胴部を推進させて、前記既設管路の外周地山を掘削し、前記解体手段により既設管路
を解体撤去する工程と、既設管路を解体撤去した後に形成される空間内に前記組立手段に
より新設管路を敷設し、新設管路の周囲に前記充填材供給手段により 充填
材を充填する工程とを、それらの順に又は並行して行い、この際に、前記中胴部及び前胴
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固化材を含んだ

本発明の請求項２に係る発明は、請求項１に記載のシールド装置であって、前記
後胴部には、新設管路の内形を規定するための型枠が設けられていることを特徴とする。

本発明によるシールド装置によれば、型枠を利用して、場所打ちライニング工法により
新設管路を造成することができる。

本発明の請求項３に係る発明は、請求項１又は２に記載のシールド装置であって
、前記前胴部の内周側には、前記既設管路の外周面に接離可能なシール部材を有する前方
シール手段と、前記既設管路の後端面及び内周面に接離可能なシール部材と、前記前胴部
の内周面に接触するシール部材とを有する後方シール手段とが設けられていることを特徴
とする。
　本発明によるシールド装置によれば、前方シール手段のシール部材を既設管路の外周面
に接触させ、また、後方シール手段のシール部材を既設管路の後端面及び内周面に接触さ
、及びシール部材を前胴部の内周面に接触せることにより、前胴部と既設管路との間がシ
ールされることになる。

固化材を含んだ



部の推進時の反力を、前記後胴部を介して前記新設管路の周囲に充填された
充填材からとるように構成したことを特徴とする。

　本発明によるシールド工法によれば、掘削手段を回転させながら、推進手段により中胴
部及び前胴部を推進させることにより、既設管路の外周地山が掘削され、解体手段により
既設管路が解体撤去される。そして、既設管路を撤去した後に形成された空間内に、組立
手段により新設管路が組み立てられて敷設され、新設管路の周囲に充填材供給手段により

充填材が充填される。推進手段により中胴部及び前胴部を推進させる際の
反力は、後胴部を介して新設管路の周囲に充填された 充填材からとること
ができる。
【００１０】

　以下、本発明の実施形態を添付図面を参照して詳細に説明する。
　図１及び図２には、本発明によるシールド装置の一実施の形態が示されていて、このシ
ールド装置１は、多数のセグメントをリング状に組立ててなる既設管路３の後端を包囲し
、既設管路３の後端縁よりさらに後方に延びて配置される中空筒状の前胴部５と、前胴部
５の後方に位置する中空筒状の中胴部７と、中胴部７の後方に位置する新設管路９を挿通
させる開口部１１を有するリング状のブロック体である後胴部１３とを備えている。
　前胴部５、中胴部７及び後胴部１３は、外径がほぼ同じで同心状に配置され、それぞれ
の外周面が周囲地山と接している。
　前胴部５及び中胴部７は、内径が既設管路３より大径に形成され、それらの内側に既設
管路３を解体撤去し又は必要に応じて新設管路９を搬入するための作業空間１５が形成さ
れている。
　なお、前胴部５、中胴部７及び後胴部１３のそれぞれの間は図示しないシール手段によ
り後述する相対移動時にあっても相互に液密となるように連結されている。
【００１１】
　後胴部１３の前端部には、周方向に適宜間隔で配置されて軸方向に伸縮する複数（この
実施形態では１２個）の の後端が連結され、 推進
用ジャッキ１７のラムの前端は中胴部７の内側に突出するリング状のジャッキ受台１９に
連結されている。
　中胴部７のジャッキ受台１９には、周方向に適宜間隔で配設された 複数
（この実施形態では１２個）の中折れジャッキ２１の後端が連結され、 中折れジャッ
キ２１の前端は前胴部５の内側に突出するリング状のジャッキ受台２３に連結されている
。
　前胴部５のジャッキ受台２３は前胴部５の に設けられ、

【００１２】
　前胴部５は、外周部を構成するアウタウォール５ａと内周部を構成するインナウォール
５ｂとからなり、前部の外径が段状に縮径された前胴主部５Ａと、前胴主部５Ａの縮径部
分の外周を覆って前方に延び、さらに内側に折れ曲がるようにしてその前面が既設管路３
の外周地山に対向する旋回部５Ｂとを備えている。
　旋回部５Ｂは、前胴主部５Ａの縮径部分との間に適宜のシール手段２５を介して配置さ
れ、前胴主部５Ａに対して相対的に回転可能に構成され、既設管路３のまわりを旋回可能
となっている。前胴部５の前端部には、既設管路３の外周地山を掘削するための

【００１３】
前胴主部５Ａの後部内側にはカッタ旋回用油圧モータ２９が固定され、カッタ旋回用モー
タ２９の回転軸には第１の自在継手３１、連繋ロッド３３、第２の自在継手３５、ピニオ
ン３７が順に連動連結されている。ピニオン３７の外周の一部は前胴主部５Ａの縮径部分
から突出し、この突出部分に旋回部５Ｂの後部内側に形成された内歯歯車３９が係合して
いる。したがって、推進用ジャッキ１７を伸張駆動するとともにカッタ旋回用モータ２９
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【発明の実施の形態】

推進手段である推進用ジャッキ１７ この

屈曲手段である
この

後端部 既設管路３の内径よりも
小さい内径に形成されている。

掘削手段
であるカッタ２７が既設管路３を包囲するように環状に設けられている。



を駆動することにより、前胴部５が中胴部７とともに後胴部１３に対して前方に推進移動
しつつ、第１の自在継手３１、連繋ロッド３３、第２の自在継手３５、ピニオン３７を介
して旋回部５Ｂが既設管路３の外周を旋回し、旋回部５Ｂの前端部に設けられたカッタ２
７が既設管路３の外周地山を掘削することになる。
【００１４】
前胴部５のアウタウォール５ａとインナウォール５ｂとの間には周方向に適宜の本数で送
泥管４１及び排泥管４３が配設され、送泥管４１及び排泥管４３は前胴主部５Ａの前端面
に開口している。送泥管４１及び排泥管４３は、既設管路３内にその軸方向に延長して設
けられた中空状パイプ４５内にその一部が配管される図示しない送泥配管及び排泥配管に
前胴部５の後部にて送泥継管４７及び排泥継管４９を介して連結されることにより、地上
から前胴部５の前端部に泥水が送泥され、また掘削後の泥水を地上に排泥するようになっ
ており、前述したカッタ２７による推進掘削をいわゆる泥水式のものとしている。
【００１５】
　前胴部５のジャッキ受台２３には、周方向に適宜間隔を有して軸方向に伸縮する複数（
この実施形態では６個）の がそのラムを前方に向けて するよう
に固定されている。スライドジャッキ５１のラム先端には、

。
　止水リング５５の外周部は前胴主部５Ａの内周面に摺接している

摺接部分には、 が複数段（この実施形態では
３段）に設けられている。
　スライドジャッキ５１を伸縮させて、止水リング５５を既設管路３に当接、離間させる
ことにより、既設管路３の内外をシールしたり、シール状態を解除したりすることができ
る。
　

。
【００１６】
　前胴主部５Ａの前端部内周側には、

前方シール手段５７が設けられ、このエアバッグ５７ａを膨潤させ
、 、エア

バッグ５７ａのエアを抜くことにより、既設管路３とのシール状態が解除される。後方シ
ール手段及び前方シール手段を、後述する施工手順に従って択一的に既設管路３に圧接さ
せることにより、既設管路３の内外がシールされて止水される。
【００１７】
　中空状のパイプ４５の前部には、径方向に延びて既設管路３の内周面と対向する前後一
対の組立体５９が固着され、この組立体５９には、その外周部から径方向に伸縮自在なア
ーム６１が設けられるとともに、アーム６１の外周端には既設管路３

複数のグリッパ６３が設けられている。アーム６１は、図示しない駆動手
段により伸縮し、 既設管路３の に係止又は係
止を解除させる。
【００１８】
　中空状パイプ４５の後端部には、径方向に延びるフランジ６５が固着され、このフラン
ジ６５の後端には、軸方向に伸縮する 複数（この実施形態では６個）の盛
替え用ジャッキ６７の前端が連結され、盛替え用ジャッキ６７の後端は後胴部１３の前端
に連結されている。
　

【００１９】
後胴部１３は、新設管路９を軸方向に通過せしめる開口部１１がその中心に形成されてい
る。後胴部１３の開口部１１内周には新設管路９の外周面に接することで新設管路９の内
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スライドジャッキ５１ 伸縮
断面Ｌ形状の止水リング５５

が連結され、この止水リング５５の先端部の既設管路３の後端縁及び内周面に対向する部
分には、それぞれシール部材であるエアバッグ５３が設けられている

。止水リング５５の外
周部の Ｏリング等のシール部材（図示せず）

止水リング５５の先端部のシール部材であるエアバッグ５３と、外周部のＯリング等の
シール部材とによって後方シール手段５２が構成される

シール部材であるワイヤーシール及びエアバッグ５
７ａを有する て既設管
路３の外周面に接触させることにより 前胴部５と既設管路３との間がシールされ

内周面に押接可能な
係止手段である

アーム６１の外周端のグリッパ６３を 内周面

推進手段である

なお、盛替え用ジャッキ６７、フランジ６５、中空状パイプ４５、組立体５９のアーム
６１、及びグリッパ６３により後胴部推進手段６０が構成される。



外を止水して後方地山からの土砂または充填材がシールド装置１内部に浸入することを阻
止するためのシール手段６９が介在されている。この実施形態では、新設管路９の径が既
設管路３の径より小径となっているが、既設管路３とほぼ同径であってもよい。新設管路
９は、所定長の管路ピースを地上から既設管路３を通して搬入してその前方に順に継ぎ足
すこともできるし、既設管路３を通さずに後方から前方に向けて押し込みながら後方に継
ぎ足すこともできる。新設管路９としては、既設管路３と同様に多数のセグメントをリン
グ状に組み立てたものであってもよいし、コンクリート管、塩ビ管等であってもよい。ま
た、後述する実施形態に示されるように、場所打ちライニング工法によって構築されるト
ンネルであってもよい。
【００２０】
後胴部１３の後端面は、開口部１１の周囲が鉛直面７１となっているとともに、外側が後
方に向けて縮径するテーパ面７３となっている。後胴部１３内には複数の充填材供給手段
７５が設けられ、充填材供給手段７５は鉛直面７１及びテーパ面７３に開口した注入孔７
１ａ，７３ａから新設管路９の外周に充填材を注入充填する。充填材としては、砂または
砂に気泡や固化材を適宜配合したものを採用することができる。また、この実施形態では
、後胴部１３から新設管路９の外周に向けて軸方向に進退可能な崩壊探査ジャッキ７７が
設けられている。崩壊探査ジャッキ７７は、従来、切羽崩壊状況チェックに使われていた
ものを、この実施形態では充填材の充填状況チェックに用いている。
【００２１】
また、後胴部１３の外周部には、周囲地山に向けて出没可能な複数（この実施形態では４
個）のローリング防止用グリッパ７９が設けられている。ローリング防止用グリッパ７９
を突出させることにより、カッタ２７を具備した旋回部５Ｂが前胴主部５Ａに対して旋回
する際、装置１全体がその反力によってローリングすることを防止することができる。
【００２２】
　なお、８１は、既設管路３を解体撤去するためのエレクタ等の である。
【００２３】
　以上の構成を有するシールド装置１により本発明によるシールド工法を実施するには、
まず、図１に示す掘進準備工程において、後胴部推進手段６０のアーム６１を伸張させて
、グリッパ６３を既設管路３の内周面に押接させ、ローリング防止用グリッパ７９を突出
させて地山に押接させ、スライドジャッキ５１を伸張させて、止水リング５５の先端部を
既設管路３の後端縁及び内周面に当接させ、後方シール手段５２のエアバッグ５３を膨潤
させて、既設管路３の後端縁及び内周面に押接させる。なお、前方シール手段５７のエア
バッグ５７ａは縮めておき、既設管路３の外周面から離間させておく。
【００２４】
　次に、図３に示す掘進工程において、送泥管４１及び排泥管４３により泥水を循環させ
、旋回用モータ２９を駆動させて旋回部５Ｂを回転させながら、推進用ジャッキ１７を駆
動させてカッタ２７により既設管路３の外周地山を掘削し、後胴部１３に対して中胴部７
及び前胴部５を相対的に推進させる。この場合、既設管路３の配設形状に応じて中折れジ
ャッキ２１を作動させ、中胴部７に対して前胴部５を屈曲させることにより、既設管路３
の配設形状に影響されることなく、既設管路３に沿って外周地山を掘削することができる
。また、中胴部７及び前胴部５を推進させる際に、エアバッグ５７ａは縮んだ状態となっ
ているので、エアバッグ５７ａが既設管路３の外周部に充填されて固化している裏込材と
接触するのを避けることができ、エアバッグ５７ａの破損を防止できる。
　なお、中胴部７及び前胴部５を推進させるための反力は、後胴部１３の周囲に充填され
た 充填材からとっている。
【００２５】
　次に、図４に示す新設管路９の組立工程 の作業空間１５にお
いて、新設管路９を組み立て、 は広く開口した状態と
なっているので、作業性を 、二つのピースを新たに
接続した状態を示している。
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解体手段

固化材を含んだ

において、シールド装置１
敷設する。この場合、作業空間１５

高めることができる。なお、図４では



　そして、前方シール手段５７のエアバッグ５７ａを膨潤させ、ローリング防止用グリッ
パ７９を縮退させる。
【００２６】
　次に、図５に示す後胴部１３の推進工程に のアーム
６１を縮退させて、グリッパ６３を既設管路３の内周面から離間させ

、フランジ６５、中空
状パイプ４５、組立体５９を前方へ移動 、アーム６１を伸張させてグリッパ６３を既
設管路３の内周面に押接させ、 。
　そして、グリッパ６３を介して既設管路３から反力を取りながら、盛替え用ジャッキ６
７を縮退させることにより、中胴部７及び前胴部５に向けて後胴部１３を引き戻し、後胴
部１３を前方に推進させる。
　この場合、後胴部１３の推進移動と同時に、充填材供給手段７５により後胴部１３後方
の新設管路９と地山との間に、 、充填材を供給する。
【００２７】
　次に、図６に示す既設管路３の解体準備工程において、止水リング５５の先端部のエア
バッグ５３を縮めるとともに、スライドジャッキ５１を縮退させることにより、

既設管路３の後端部を解体可能な状
態とする。
【００２８】
　次に、図７に示す既設管路３の解体工程において、既設管路３の後端部を

エレクタ８１を用いて解体する。解体した既設管路３を構成するセグメントは、図示し
ない台車によって坑外へ搬出する。
　そして、その後に 、図１、図３～図７の各工程を順に繰り
返すことにより、既設管路３の外周地山を掘削しつつ、既設管路３を解体して既設管路３
より小径の新設管路９をその後方に順次敷設していくことができる。
【００２９】
以上の実施形態によれば、既設管路３を解体撤去しながら撤去後の空間に管路９を新設す
ることができ、しかも、既設管路３の解体後に充填される充填材は新設管路９の断面分が
不要であるので、既設管路３を撤去した後に新たにシールド工法によって管路を新設する
場合に比べて、充填量が少なく、充填材の管理も容易であるとともに、工期も短縮化する
ことができる。また、既設管路３の後方に敷設される新設管路９は、種々の目的に用いる
ことができるが、埋め戻してもよい。
【００３１】
　 、他の実施形態を示している。この実施形態では、後胴部１３の開口部１１に新
設管路９の内形を規定する新設管路用型枠８５が設けられている。新設管路用型枠８５は
、その前端部外周にリング状の突起８５ａを一体的に有し、このリング状突起８５ａが後
胴部１３の開口部１１の内周部から内側に突出する前後一対の係止用リング８７ａ、８７
ｂの間に挟まれるように配置されることで後胴部１３の推進と連動して前進移動する。ま
た、型枠８５の後端はマンホール８９によって閉塞されている。この実施形態においては
、充填材供給手段７５から供給される充填材として固化材を含んだものを用い、推進用ジ
ャッキ１７及び盛替え用ジャッキ６７の反力を後胴部１３の後方にして

の外周に充填される固化材を含んだ充填材から得ている。すなわち、この実施形態は、
場所打ちライニングシールド工法によって新設管路９を造成するものである。この

において、周囲地盤の性状によっては、既設管路３に反力をとる必要はない。
【００３２】
【発明の効果】
　以上、説明したように、 既設管路を
解体撤去しながら、撤去後の空間に新設管路を敷設することができる。この場合、既設管
路の解体後に充填される充填材は、新設管路の断面分不要であるので、既設管路を撤去し
た後に新たにシールド工法によって新設管路を敷設する場合に比べて、充填材の量を少な
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おいて、まず、後胴部推進手段６０
、後胴部１３を介し

て周囲地山から反力をとりながら盛替え用ジャッキ６７を伸張させ
させ

係止させる

図５にハッチングで示すように

止水リン
グ５５を既設管路３から離間させて後方に移動させ、

解体手段であ
る

、図１の掘進準備工程に戻り

図８は

新設管路用型枠８
５

実施形
態

本発明のシールド装置及びシールド工法によれば、



くすることができ、工期を短縮することができる。
【００３３】
　また、掘進手段と掘削手段との協働により、既設管路の外周地山を掘削しつつ、前胴部
の内側で解体手段により既設管路を撤去し、既設管路を撤去した後の空間に組立手段によ
り新設管路を組み立て、敷設することができる。この場合、新設管路は、既設管路を通じ
て順次前方に継ぎ足すこともできるし、新設管路の後端側から前方へ向けて押し込むこと
もできる。
　さらに、中胴部及び前胴部を推進させる際の反力を、新設管路の周囲に充填した

充填材からとっているので、反力をとるための工程を新たに設ける必要はなく、
作業工数を削減することができ、工期を短縮することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明によるシ を示した縦断面図
であって、掘進準備状態を示した縦断面図である。
【図２】　（ａ）は図１のＡ－Ａ線断面図、（ｂ）は図１のＢ－Ｂ線断面図、（ｃ）は図
１のＣ－Ｃ線断面図、（ｄ）は図１のＤ－Ｄ線断面図である。
【図３】　　掘進工程を示した縦断面図である。
【図４】　　新設管路の組立工程を示した縦断面図である。
【図５】　　後胴部推進工程を示した縦断面図である。
【図６】　　既設管路の解体準備工程を示した縦断面図である。
【図７】　　既設管路の解体工程を示した縦断面図である。
【図８】　　本発明による の他の実施の形態を示した縦断
面図である。
【符号の説明】
　１　
　３　既設管路
　５　前胴部
　
　
　
　
　７　中胴部
　９　新設管路
　１１　開口部
　１３　後胴部
　１５　作業空間
　１７　
　
　２１　
　
　２７　
　２９　カッタ旋回用油圧モータ
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固化材
を含んだ

ールド装置及びシールド工法の一実施の形態

シールド装置及びシールド工法

シールド装置

５ａ　アウタウォール
５ｂ　インナウォール
５Ａ　前胴主部
５Ｂ　旋回部

推進手段（推進用ジャッキ）
１９、２３　ジャッキ受台

屈曲手段（中折れジャッキ）
２５　シール手段

掘削手段（カッタ）

３１　第１の自在継手
３３　連繋ロッド
３５　第２の自在継手
３７　ピニオン
３９　内歯歯車
４１　送泥管
４３　排泥管
４５　中空状パイプ
４７　送泥継管



　
　５１　スライドジャッキ
　
　
　５５　止水リング
　５７　前方シール手段
　５７ａ　
　
　
　６１　アーム
　６３　グリッパ
　
　６７　盛替え用ジャッキ
　
　７１　鉛直面
　
　７３　テーパ面
　７５　充填材供給手段
　
　７９　ローリング防止用グリッパ
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４９　排泥継管

５２　後方シール手段
５３　シール部材（エアバッグ）

シール部材（ワイヤーシール及びエアバッグ）
５９　組立体
６０　後胴部推進手段

６５　フランジ

６９　シール手段

７１ａ、７３ａ　注入孔

７７　崩壊探査ジャッキ

８１　解体手段（エレクタ）



【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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